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１．令和７年フォローアップ調査結果（概要）

・調査期間：令和７年10月20日～12月８日

・調査企業：（一社）日本鍛圧機械工業会会員企業 110社を対象

・回答企業：34社

・回答率 ：30.9％



１．令和７年度フォローアップ調査結果（概要）

概観（改善できた点、改善の余地がある点等、特筆すべき内容）

・価格の決定方法については、発注側と仕入先の間で全く協議が行われなかっ
たケースはなくなり、両者の溝が徐々に埋まりつつあるといえる。

・支払条件に関しては、約束手形による支払いがなくなり、支払期限も60日以
内に収まっている。

・減額要請はほぼ見られなくなっており、仮に要請があっても代替手段で補う
方向へと変化している。

・量産終了後の保管費用の未払いは減少傾向にあるが、依然として一部に残っ
ており、不要型の廃棄費用の未払いも27％から12％へと改善されたものの、
完全には解消されていない。今後、３/13の理事会にて、「素形材産業での自
主行動計画」改訂の決定を得て、工業会の実態と改訂について広く周知を図っ
ていきたい。

・働き方改革への対応については、仕入先の働き方改革に配慮せず、適正コス
トの負担も行っていない会員が6％存在しており、引き続き意識の向上が求め
られる。













３．取引適正化に向けた今後の取組

【今後の取組】
・今回の自主行動計画フォローアップアンケートの結果を工業会のＨＰに
掲載し、アンケート回答会員以外にも、実態を周知し、業界全体での
自主行動計画の促進を図る。
⇒ＨＰ掲載（2026年3月）
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